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 ⽇本医師会は5⽉31⽇、東京都内の⽇医会館で
2019世界禁煙デー記念イベントを開いた。シンポジ
ウムでは、⼤阪国際がんセンターがん対策センター
疫学統計部副部⻑の⽥淵貴⼤⽒が講演し、加熱式た
ばこの"禁煙推進抑⽌効果"を解説。「受動喫煙対策
を後退させている」と警鐘を鳴らした。

 「東京都受動喫煙防⽌条例」の成⽴に尽⼒した都
議会議員の岡本光樹⽒が、喫煙室の設置などを⽀援
するのではなく、禁煙外来など『禁煙推進のための
施策』への⽀援を拡⼤させる重要性を訴えたほか、東京都医師会が取り組む「禁煙推進企業コン
ソーシアム」の活動状況の紹介や、千葉県いすみ市などが取り組む肺がん・COPD検査の精度管理
の成果の紹介もあった。

加熱式たばこの有害成分9割減「むしろ疾病リスク増⼤」

 ⽥淵⽒は、たばこメーカーが加熱式たばこの有害成分について紙
巻きたばこ⽐較で90％低減させたなどとピーアールしている点を
問題視。喫煙の疾病リスクは1⽇の喫煙量ではなく喫煙期間と相関
するとの研究報告などに触れ、「有害物質の低減で疾病リスクも下
がるとの誤解が蔓延している。紙巻きたばこを吸い続けるよりも喫
煙期間を⻑くしてしまう可能性があり、疾病リスクはむしろ増⼤す
る」と述べた。⽶FDA（⾷品医薬品局）諮問委員会が⽰した⾒解と
して、「完全に加熱式たばこに切り替えれば、有害性物質への暴露
は減らすことができるか」との問いに対する答えでは⼤勢が
「YES」だったものの、「その暴露の減少により、疾病の罹患率や
致死率が減ると合理的に考えられるか」に対しては「NO」が⼤勢

を占めたことも紹介し、加熱式タバコの危険性を強調した。



岡本⽒

禁煙外来にこそ補助⾦を

 都議の岡本⽒は、改正健康増進法の成⽴に基づき今年7⽉1⽇か
ら⾏政機関が学校、医療機関などの「第⼀種施設」が罰則付きで
「敷地内禁煙（屋外に喫煙場所設置可）」になることに触れた上
で、各地⽅⾏政が定める条例の周知徹底などが課題と指摘。条例ご
とに少しずつ異なる内容の⽅向性としては下記の4つを⽰した。

①飲⾷店等への罰則強化（健康増進法を補う）
  ⇒東京都、千葉市、⼤阪府

 ②⼦どもに焦点を当てた条例
  ⇒東京都、福⼭市、⼤阪府
  ⇒兵庫県は⾃動⾞内の罰則強化を検討

 ③屋外の受動喫煙対策（公園や路上での喫煙強化）
  ⇒千代⽥区、豊島区、渋⾕区など

 ④加熱式タバコ
  ⇒兵庫県、豊橋市が規制を加重



講演する尾崎⽒

 受動喫煙防⽌対策を巡る補助⾦の在り⽅に対しては、苦⾔を呈した。東京都では現⾏、喫煙室
の設置や条例の例外として喫煙が可能になる飲⾷店が喚起設備を設置する費⽤も補助する。岡本
⽒は、「条例制定に向け、補助率が5分の4から10分の9に、補助限度額も300万円から400万円に
引き上がった」と紹介した上で、施設の禁煙化や禁煙拡⼤に向けた施策への⽐重を⾼めるべきと
主張。例として禁煙外来への補助⾦を取り上げ、「1つの区が補助を決めると、都の負担割合は
100万円が限度。喫煙室1つよりも少ない。多くの⽅に卒煙をしていただけるようにしていきた
い」と述べた。

 禁煙推進企業コンソーシアムについては、都医会
⻑の尾崎治夫⽒が紹介。社内禁煙や社員の禁煙を後
押しするために企業が互いに情報交換しながら競う
環境作りのため、都医と⽇本対がん協会がサポート
する。活動⽬標として、現在17.7％である⽇本の喫
煙率を2022年に12％まで引き下げることなども掲げ
る。参加企業・団体は24社（6⽉4⽇現在）。尾崎⽒
は発⾜後に三⼗数社から問い合わせがあったと明か
し「50、100社と増やしていきたい」「企業の規模
は問わないので、ぜひ参加していただきたい」と期
待を込めた（同コンソーシアムについてはホームページ）。

 集団検診におけるX線検査後のCT検査によるフォローアップや呼吸機能検査によるCOPDスクリ
ーニングで肺がん発⾒率を向上させる取り組みの有⽤性については、公益財団法⼈ちば県⺠保健
予防財団理事⻑の藤澤武彦⽒が紹介。いすみ市の例では、2014〜2016年度の3年間で検診対象に
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なった計1万3203⼈を胸部X線検査で「肺がん疑い」となった⼈をCT検査でフォローアップした
ところ、3年間で11⼈に肺がんが⾒つかった（胸部X線検査で肺がんが⾒つかった⼈との合計は18
⼈）。⼈⼝10万対で136⼈となった。COPDスクリーニングでは、追跡対象になった321⼈中、5
⼈で肺がん⾒つかり、年間発⾒率では0.78％。藤澤⽒は、「肺がんは検診で⾒つかることが少な
いのが問題点に挙がっているので、精度管理をしっかりすると、肺がんの発⾒率は⾮常に良くな
る」と有⽤性を強調した。


